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川崎市私道舗装助成金支給制度の見直しについて

１ 私道舗装助成金支給制度の概要

資料１

川崎市私道舗装助成金支給規則（昭和４８年川崎市規則第３１号に基づき）は、用地に関する
権利関係のふくそう、構造的欠陥等の理由により、一般の交通の用に供しているが公道とするこ
とが困難な私道の整備を促進するため、当該私道の舗装新設工事、舗装補修工事又は階段補修工
事(当該工事に伴う側溝等の付帯工事を含む。)を行う者に対し助成金を支給する制度であり、もっ
て生活環境の向上に寄与することを目的としている。

５ スケジュール（予定）
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２ 本市における課題

（１）関係者の所在を確認出来ない（不明）場合の対応
現行規則では「私道の所有者、私道に接する家屋の居住者等

の関係者総意による工事施行の要望がなされていること。」と
なっており、図１のように助成対象条件を満たす私道であるが、
関係者の所在が確認出来ない（不明）場合、関係者全員の委任
状が取得出来ず、助成金が支給出来ないこととなっている。

（２）生活環境の向上が期待できない私道への対応
現行規則では、第１条の目的において「生活環境の向上に寄

与することを目的とする」とあるが、規則の目的に合致しない
図２のような未舗装の公道に接続する私道について、助成対象
となるかの要件が不明確となっている。

３ 国によるガイドライン作成・公表の背景

確でなく、事実上、所有者全員の同意を得る運用になっており、私道所有者の一部の所在を把握
することが困難な事案において、必要な補修工事等の実施に支障が生じている。
このような背景から「共有私道の保存・管理等に関する事例研究会」が発足され、「複数の者

私道の共有者及び所有者が一部不在な場合における工事可否を判断する
指針が示された。

４ 制度の見直し内容
（１）関係者の所在を確認出来ない（不明）場合の対応

関係者の所在が確認出来ない（不明）場合については、
たせば、助成金を支給します。

１ 所在不明者を除き、所在が確認できる関係者のすべての委任状がある場合

２ 所在が確認できない関係者又はその代表者に連絡がつかなかったことを証明した場合

３ ガイドラインを踏まえ、私道の共有者及び所有者が一部不在な場合における工事可否
を判断する指針に準拠し要件が整った場合（別紙参考資料参照）

（２）生活環境の向上が期待できない私道への対応
生活環境の向上に寄与することを目的としていることから、接続する公道は舗装されて

いることを条件として追加し、次のいずれかに該当することとします。

１ 両端が原則として舗装された公道に接続していること。
２ 一端が舗装された公道に接続した道路で５世帯以上が出入口として利用していること。

私道舗装助成金手続フロー

支給承認通知

事前申請（私道の現況調書）

事前審査（現地調査）
規則第３条に規定する助成対象
の私道に該当するかどうか。

本申請
（私道舗装助成申請書）

工事施工

助成対象条件の
適否

本審査
委任状等の確認

関係者全員の委任状の確認

工事完成

現地検査

助成金支払

〇現況調書（事前審査）の段階で助
成対象の私道であるか確認

）
・工事完了後も引き続き一般交通の
用に供される

・両端が原則として公道に接続して
いる

・又は公道に接続した行き止まり
道路で5世帯以上が利用

・幅員が1.8メートル以上
・工事完了後５年以上経過している
（規則第３条１項5号）

・関係者総意による工事施行の要望
がなされていること。

〇本申請の段階での確認事項
（規則第５条）

・委任状
・誓約書
・案内図、実測平面図及び見積書

令和４年度 令和５年度

１2月 １月 ２月 ３月 ４月１日～ １０月１日～

12/9～1/10
パブリックコメント

意見募集

意見の取りまとめ等
４月１日施行 ただし、見直し内容（２）については経過措置

として１０月１日以降の申請に適用
規則公布

図２

図１

パブコメ結果公表

③助成対象
（１に該当）

①助成対象外 ②助成対象外

助成対象か否かが不明確

④助成対象
（２に該当）

図３
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川崎市私道舗装助成金支給制度は、用地に関する権利関係のふくそう、構造的欠陥等の理由により、一般の交

通の用に供しているが公道とすることが困難な私道の整備を促進するため、当該私道の舗装新設工事等を行う者

に対し助成金を支給しています。 

   現在、私道の補修工事等を行う際には、「関係者総意」となっており、関係者の所在が確認出来ない場合には、

助成金が支給出来ないこととなっている。 

   しかし、平成３０年１月に国から「所有者不明私道への対応ガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）

により一部所有者が不明な場合の考え方が示されたため、ガイドライン等も踏まえ規則の一部改正を予定してお

り、市民の皆様の御意見を募集します。 

１ 意見募集の期間  

 令和４年１２月９日（金）～令和５年１月１０日（火） ※郵送の場合は当日消印有効 

 

２ 資料の閲覧及び配布場所  

川崎市ホームページ、各区役所道路公園センター、各区役所（市政資料コーナー）情報プラザ（第３庁

舎２階）、川崎市建設緑政局道路河川整備部施設維持課（川崎駅前タワー･リバーク１４階） 

 

３ 意見の提出方法  

 住所、氏名（団体の場合は、名称及び代表者の氏名）及び連絡先（電話番号、住所又はメールアドレ

ス）を明記の上、次のいずれかの方法によりお寄せください。 

（１）電子メール ：川崎市ホームページの「意見公募（パブリックコメント）」のページにアクセス

し、ホームページ上の案内に従って専用フォームメールを御利用ください。 

（２）ファクシミリ：ＦＡＸ番号：０４４（２００）７７０３ 

（川崎市建設緑政局道路河川整備部施設維持課） 

（３）郵送又は持参：〒210-0007 川崎市川崎区駅前本町 12-1 川崎駅前タワー･リバーク１４階 

川崎市建設緑政局道路河川整備部施設維持課 

《注意事項》 

・御意見に対する個別回答はいたしませんが、市の考え方を整理した結果を市のホームページにて公表

します。 

・個人情報については、提出された御意見の内容を確認する場合に利用し、川崎市個人情報保護条例に

基づき厳重に保護、管理します。 

・電話や来庁による口頭での御意見は、お受けできませんのでご了承ください。 

 

４ 問合せ先  

 川崎市建設緑政局道路河川整備部施設維持課 

 電話番号：０４４（２００）２８０２ ＦＡＸ番号：０４４（２００）７７０３ 

 E-mail：53dousi@city.kawasaki.jp 

パブリックコメント募集案内 

川崎市私道舗装助成金支給制度の見直しについて 

～市民の皆様のご意見を募集します～ 
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資料２

mailto:53dousi@city.kawasaki.jp


「工事の内容と私道の所有形態に応じて必要となる要件」

保存（部分補修）
( 252条ただし書き

の保存行為)

管理（全面補修工事）
( 252条の共有物
の管理に関する事項）

変更・処分（舗装新設）
( 251条の変更行為)

共同所有型 必要な要件
⇒１かつ２

必要な要件
⇒１かつ２かつ３(１)

必要な要件
⇒１かつ２かつ３(２)
もしくは１かつ２かつ３(３)

相互持合型 必要な要件
⇒１かつ２

必要な要件⇒１かつ２かつ３(３)
ただし、所在が不明な所有者の土地を除き工事をする場合は
３(３)が不要

工事の内容（イメージ）

【保存（部分補修）】 【管理（全面補修）】 【変更・処分（舗装新設）】

①工事内容とは、部分的な補修を行う「保存」、全面的な補修を行う「管理」、新設など形状を
変える「変更・処分」がある。

②私道の所有形態とは、私道敷全体を複数の者が所有し共有する「共同所有型私道」、私道敷が
複数の筆から成っており、隣接宅地の所有者等が私道敷の各筆をそれぞれ所有し相互に利用し合
う「相互持合型私道」がある。

【相互持合型私道】
○私道の所有形態（イメージ）

【共同所有型私道】

１ 所在不明者を除き、所在が確認できる関係者のすべての委任状がある場合

２ 所在が確認できない関係者又はその代表者に連絡がつかなかったことを証明した場合

３ 工事の内容に応じて次のいずれかによること。

（１）私道の所有者の持分の価格に従い、その過半数の同意があること。

（２）区分所有法による手続きにより決議を得る。

（３）不在者財産管理制度や相続財産管理制度を活用して同意を得る。

砂利⇒ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装

工事の内容と私道の所有形態に応じた事例
≪ガイドラインを踏まえた私道の共有者及び所有者が一部不在な場合における工事可否の指針≫
以下のとおり、必要な要件については、①工事内容及び②私道の所有形態に応じて異なっている。

参考資料
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